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中国の協定貿易

一ーその盛衰と残光一一

片岡幸雄

まえがき

中国は建国以来さまざまなやり方で貿易を行ってきたが，この中の一つ

に協定貿易がある。協定貿易はかつて極めて重要な地位に立ったこともあ

ったが，今日では従来に比べてその地位は低くなっている。中国を取り巻

く客観的条件と中国自体の主体的条件によって，協定貿易の動向も変化を

蒙っているが，中国が協定貿易の形の貿易を行ってきたのには，大別して

3つの背景があると思われる。

第 1に，中国自体が主体的に構築してきた経済体制とその運営方式に背

景があるO 周知のように，中国は建国以来経済を社会主義的に改造し，指

令性方式による計画経済体制を構築していったが，中央がすべてを計画し，

遂行過程まで中央が指令すると L、う経済運営の方式の下では，貿易におい

ても個別的な貿易取引もすべて中央が計画し，指令するから，相手国が同

意するなら，計画的な協定貿易を行うと，資金面からしても，物資計画か

らしでも，その方が合理的であるということになる。対社会主義諸国との

貿易が従来協定貿易の形で行われてきたのは，貿易相手国が中国とほぼ同

様の計画経済体制をとっていたから，相互に同意が得られやすかったから

である。

言うまでもなく建国当初の時期においては，指令性計画体制は完全な形
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で構築されてはいなかったが 中央はやはり行政的方法によって貿易計画

を立てたから，内容的には同じことになろう。

第2に，協定貿易が発展してきた背景には，西側諸国がとってきた対中

“封鎖・禁輸"といった事情がある。建国当初から朝鮮戦争期を通じて強

固に形成された西側諸国の中国封じ込め政策によって，中国は西側諸国と

の貿易が著しく制約されたため，ソ連-東欧諸国との貿易を主軸とせざる

をえなかった。このため，協定貿易の地位が高まっていった。中ソの政治

的関係が悪化するにつれて，両国間の貿易は規模が小さくなっていった。

これと対照的に西側諸国との貿易が拡大してL、く O したがって，協定貿易

の地位は下がっていくのである。

第3に，発展途上国との経済協力，いわゆる“南南協力"関係を背景と

して展開される協定貿易であるの中国自体南の側の国であり，可能なかぎ

り協定貿易を行っていくことは，相互に外貨計画上からしでも，開発計画

上からしでも，一定の合理的な根拠が存在する。

上述の3つの背景の下に行われてきた協定貿易も，中国自体の経済体制

改革の進展，東欧諸国 ソ連における経済体制改革の進展，中国をめぐる

世界経済環境の変化，発展途上国の政策の変化などによって，様子が大き

く変わってきている。本稿では，中国の協定貿易の中で最も重要な位置に

あったソ連との協定貿易に焦点をあてながら，その変容と内在した問題点，

特殊性などを顧み，併せて非社会主義諸国との協定貿易についても，若干

の内容をみておきたし、。

I 協定貿易

言うまでもなく，協定貿易は非協定貿易に対して使用される用語である。

非協定貿易というのは，貿易当事国(地域)の聞に貿易協定が締結されて

L 、ない情況下において行われる貿易のことである。このような貿易は，関

係当事国(地域)聞に正式の国交(正常な関係)がないとか，正式には国

交が存在していても，まだ貿易協定が締結されるまでにいたっていないと
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かL、った場合に行われる貿易である。したがって広義には，協定貿易とい

うのは政府間貿易協定に基づいて行われる貿易のことをし、う。

しかしながら，この広義の協定貿易とは区別された狭義の協定貿易なる

ものが，本稿の主題である。狭義の協定貿易は広義の協定貿易と対立・矛

盾関係にはなL、。狭義の協定貿易は当然ながら政府間貿易協定に基づいて

行われる貿易であるが，その協定の内容が細部の品目，支払様式などまで

にも及び， しかも当事国(地域)政府がその協定内容について履行の義務

を負うという，極めて拘束性の強い形の貿易をL、う O 先進資本主義国間で

も貿易協定は締結されているが，この場合には最恵国待遇など，当事国の

企業聞の取引(貿易)に適用される一般的な原則的取り決めや関係法との

関連などが規定されているのみというのが普通であり，具体的な取引内容

については貿易当事者が協議の上取り決め履行するということになってい

る。しかし貿易協定の取り決め内容がこの範囲をこえて，具体的な年度

毎の交換商品，数量，価格の設定方法，価額，清算の方法などにわたって

L 、るような場合には，協定締結の当事者である政府が，その履行に責任を

負わなければならないのは当然であるから，この狭義の意味の貿易協定は，

相互に協定締結国(地域)政府を拘束する。

狭義の協定貿易は上述のような意味合いをもっているから，概していえ

ば政府が何らかの形で当該国(地域)経済に直接干与しているような情況

下で行われるのが一般的といえよう。社会主義計画経済といわれる経済運

営方式下の諸国間で，この種の貿易が主要形態をなすのはこのためである。

しかし狭義の協定貿易は社会主義計画経済に囲有のものというわけでは

なく，わが国も含めた資本主義諸国においても実行されたことがある。

今日中国の狭義の協定貿易額が，貿易総額の中に占める割合は精々 7%

(1) 徐景震編著「国際貿易実務J.東北財経大学出版社. 1989年.318頁。場合によ

つては民間団体との間で結ばれた“貿易取り決め"も貿易協定と呼ばれ，これに

基づく貿易も協定貿易と呼ばれることもあるが，一般的には政府間貿易協定に基

づくものを協定貿易という(羅来儀主編「対外貿易業務問題集解J.対外貿易教

育出版社. 1989年. 320~321頁)。
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程度とみられるが， 1985年 7 月 10 臼ソ連との聞で、結ばれた1986~90年の長

期貿易協定では，総貿易額は350億スイス・フランと定められていた。

1989年の中ソ聞の狭義の協定貿易額は29億ドル， 90年のそれも29億ドルぐ

らいになるとみられている。 1989年の協定貿易額29億ド、ルは，同年の中国

側業務統計中ソ貿易総額の79%，90年の29億ドルは同年同総額の約74%を

占めている。

狭義の協定貿易は，他の方式による貿易とも対立・矛盾関係には立たな

L 、。ある特定国との貿易がすべ狭義の協定貿易であることもあるし一部

のみがそうであることもある。場合によっては，単一品目についてのみ狭

義の協定貿易ということもある。ソ連-東欧諸国との貿易でみれば，狭義

の協定貿易の外に，協定外補充ノミーター貿易，特定項目のパーター貿易，

中継パーター貿易，非伝統協定貿易品目パーター貿易，輸出信用供与貿易，

通常の決済方式による貿易，地方のパーター貿易，国境貿易など様々な形

の貿易方式が並行して行われている。また，狭義の協定貿易は必ずしも 2

国間のみの貿易協定によるとはかぎらない。 1952年中国・ソ連・フィンラ

ンドの3国間で固有の協定貿易の取り決めが行われ実行された。

E ソ連との協定貿易)

(1) 概観

(2 ) 謝明干・羅元明主編「中国経済発展四十年j，人民出版社， 1990年， 123頁。

(3 ) 夏林根・子喜元主編「中蘇関係辞典j，大連出版社， 1990年， 215~216頁。

(4 ) 中国対外経済貿易年鑑編輯委員会編「中国対外経済貿易年鑑・ 1990/91j，中国

広告有限公司， 1990年， 278~279頁。「同上年鑑・ 199 1/92j ， 1991年， 307~308 

頁。

(5 ) 同上各年鑑数値より算定。

(6) 上海対外貿易協会編「対外経済貿易実用大全j，隻旦大学出版社， 1989年， 172 

~175頁。

(7 ) 特別に断わらないかぎり，以下狭義の協定貿易を指すものとする。但し，統計

上個別貿易形態毎の数値が発表されないため，本稿では中ソ貿易総額から地方貿

易額および国境貿易額を減じた数値で代用する。



中国の協定貿易 51 

中国とソ連との間では， 1950年 4月最初の貿易協定と商品交換協定が結

ばれた。以後特定の年を除いて毎年貿易協定の更新・改定を経つつ，商品

交換議定書が取り結ばれる形で協定貿易が行われることとなった。爾来中

ソ貿易はそのほとんどが協定貿易の形で行われてきているが， 50年代には

中国の総貿易額の内中ソ貿易額は常に首位を占め， 1951 ~59年の期間中は

一貫して40%以上のウェイトを占めていた。 1959年の中ソ貿易額21億ドル

の水準は，その実績が26億ドルに達した86年以前の中ソ貿易額の最高水準

を示すものとして歴史的重要性をもっO

1960年代に入ると，両国の政治的関係の悪化，対立を反映して，貿易額

は極端に減少してL、く o 1968年と69年には政府間貿易協定も締結されない

といった情況であった。 1960年の中ソ貿易額は約17億ドルであったが， 60 

年代には一貫して減少をつづけ， 70年にはわずか5，000万ドル程度の貿易

額にまで下がっていった。 1970年の中ソ貿易額は，当年の中国の貿易総額

のわずか 1%を占めているにすぎなL、。

70年代には中ソ貿易は上昇基調に転ずるが， 79年に約5億ドルに達した

のが最高額で中国の貿易総額の1.7%程度のウェイトを占めているにす

ぎない。1971年からは，従来の協定貿易で行われてきたルーブル表示のパー

ター記帳決済方式は，スイス・フラン建てによるパーター記帳決済方式に

改められた。また1975年からは，従来の1958年価格を基礎とした取引価格

設定方式が，国際市場価格を基礎とした価格設定方式に改められた。これ

(8) 夏林根-子喜元主編「中蘇関係辞典j，大連出版社， 1990年， 200~216頁。王

和英-武心絹・吉子玉敏 許明月「中華人民共和国対外経済貿易関係大事記 (1949

~1985)j，対外貿易教育出版社， 1987年， 393~408頁。

(9) 李康華・王寿椿編「中国社会主義初級階段的対外貿易j，対外貿易教育出版社，

1989年， 143頁によれば， 1987年以前の中ソ貿易の最高額と述べられているが，

中国対外経済貿易年鑑編輯委員会編「中国対外経済貿易年鑑 1987j，中国広告

有限公司， 1987年， 327頁によると1986年の中ソ貿易額は約26億ドルに達してお

り，少なくとも記録的には86年の中ソ貿易額が従来の最高水準の59年水準を凌駕

し7こO

(10) 王紹照編著「中国対外貿易理論和政策j，中国対外経済貿易出版社， 1989年， 211 

頁。
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らのことは，中ソ貿易関係上における大きな変化といわなければならない。

80年代に入ってからは，中ソ貿易は急速な拡大を示している。 1980年の

貿易額約5億ドルの水準を81年， 82年は大幅に下回ったものの， 83年には

約7億ドルの水準に達したo 1984年12月にはアルヒポフ第一副首相が中国

を訪問し，中ソ経済技術協力協定，科学技術協力協定，経済・貿易・科学

技術協力委員会設置協定の3協定が締結され， 60年7月のソ連の対中援助

打切り，技術者と専門家の全員引揚げ以来24年ぶりに，両国間の経済協力

関係が正常な状態に戻されることとなった。 1984年の協定貿易額は約12億

ドル， 85年は約19億ドル， 86年は約26億ドルとなっている。 1986年の貿易

額が急拡大したのはの部分て、すでに述べた1986~90年の長期貿易協定

の第 l年目の年ということのためであろう。

1987年の政府間協定貿易額は約22億ドル程度とみられ，このほかに国境

貿易額が 1億2，000万ドル程度ある。 1988年の協定貿易額は約21億ドル，

89年は約29億ド、ル， 90年は約29憶ド、ル前後となっている。 1988年の国境貿

易及び地方貿易額は7億7，000万ドル， 89年も 7億7，000万ドル， 90年は約

10億ドルと報告されており，政府間協定貿易額の 2国間貿易総額に占める

割合は88年には約73%，89年には約79%，90年には約74%になっている。

このことからもわかるように， 1988年以降国境貿易及び地方貿易額が相当

のウェイ卜をもつようになってきており これに対応して政府間協定貿易

の地位が相対的に下がってきているというのが実状である。

1990年10月には先の長期貿易協定の期限切れに合わせて，新たに両国政

府間で91年の貿易協定が締結されたが，この協定では従来の政府間協定貿

(ll) 中国対外経済貿易年鑑編輯委員会編「中国対外経済貿易年鑑・ 1988J，中国広

告有限公司， 1988年， 344~345頁。 1982年に国境貿易が再開され， 88年中ソ聞に

は正式に国境貿易協力関係取り決めが締結され，国境貿易に正統的位置が与えら

れることとなった。

(12) 1"同上年鑑・ 1989/90J，293頁。「同上年鑑・ 1990/91J，278~279頁。「向上年

鑑・ 1991/92J，307~308頁。

(13) 1"向上年鑑 1989/90J， 293頁。「向上年鑑 1990/91J， 278頁。「向上年鑑.1991 

/92J， 308頁。
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易方式が抜本的に改められた。

C1J両国間で行われる中央政府関連貿易において，従来の記帳パータ一

方式による，履行の義務づけられた一括貿易取り決め方式という枠

組が外されたこと。

C2J貿易決済方式が原則上，記帳パータ一方式からハードカレンシーに

よる通貨決済方式に切り替えられたこと O

C3J中央政府間で直接取り決められる大型の特定項目の貿易について

は，今後なおパーター貿易方式も継続されること O

ここにおいて，従来の中ソ政府間協定貿易の基本的な枠組は葬り去られ

たといえよう。しかし 1991年からの新しい両国貿易関係の中で，両国の

実際の事情を踏まえると，上記①の項目に関連する政府間協定貿易の役割

がなおかつ一定の重要な位置に立つことも見逃しではならない。中ソ両国

が輸入支払いのための外貨が不足しているとL寸現状の下においては，貿

易決済をすべて通貨決済にもっていくまでになお一定の過度期が必要とな

るのであって，政府間協定貿易のもつ意味はまだ大きいのである。旧ソ連

側の提供する工作機械，一般機械，発電設備，航空機，自動車などと中国

側の提供する日用品や消費財との協定貿易の可能性の余地はなお存在して

いるみでよL、。 1991年の情況にかんする資料にはまだ触れる機会がない

が，ソ連の国内経済事情からして，必ずしも発展的内容を具えた協定貿易

(14) 劉宝栄『進入蘇聯市場的機遇，風険与競争~， ["国際貿易j，1991年第2期， 56 

頁。「向上年鑑・ 1991/92j，308頁。

(15) 1国際商報j，1991年 5 月 21 日号。田豊倫『中蘇経貿関係的現状及対策~， 1国

際貿易問題j，1991年第4期， 39頁。

(16) 1990年4月中国は対ソ日用品 消費財商品借款協定を締結し5億スイス・フラ

ンの商品借款を供与し 91年の 5月中旬以前にもソ連向け7億3，000万ド、ルの商

品借款を供与した模様て、ある (1前掲年鑑ー 1991/92j，307頁。日本国際貿易促進

協会「国際貿易j，1991年2月5日号， ["国際商報j，1991年5月16日号)。恩田久

雄教授の言及によれば， M.ブウレーエフは「外国貿易」誌， 1990年10月号の『ソ

中貿易:Clearing Accountから HardCurrencyへ』と題する論文において，次の

(次頁に続く)
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とならなかった可能性も強L、。本年に入ってからの各々の独立国との聞の

貿易関係については明確に知ることができない。今3月中国・ロシア貿易

経済協力協定が締結されたと報じられているが，その内容はまだ知られな

L 、。

(2 ) 輸出入商品構成

1950年代において，中ソ協定貿易が中国貿易にとっていかに大きなウェ

イトを占めていたかについてはすでに指摘したが. 50年代の中ソ協定貿易

の輸出入商品構成をみると，この時期の中国の経済建設にとって，中ソ協

定貿易がし、かに重要な位置に立っていたかが一層明確になる。

内藤昭教授は，この間の事情を次のように述べておられる。「アメリカ

を先頭とする資本主義諸国の中国封じ込め政策，とりわけ50年6月に始ま

った朝鮮戦争以後における対中国『禁輸J政策の強化は，中国と社会主義

国との貿易の発展にいっそう拍車をかけた」。国民経済復興期C1949~52

年)を経て第一次 5 カ年計画C1953~57年)を推進していった中国にとっ

て，経済建設に必要な設備や機械は，その多くの部分をソ連に仰がざるを

えなかった。 11950~57年におけるソ連の対中国輸出商品構成のなかにみ

られるもっとも大きな特徴は. w設備および機械』の占める比重が年をお

ように述べているといわれているO

「ソ中の通商経済関係は精算勘定方式て、行われてきた。……ソ中両国ともハード

カレンシー不足の中で通商を行なうのに，この精算勘定方式は好都合であり.80 

年代末までは，全体としてソ中の必要性に合致していた。 80年代にソ中貿易は14

倍増となった。……しかしこの方式は二国間の輸出-輸入の見合いをとること，

パランスに制約されて，現在の市場経済化 経済の分権化の動きにブレーキをか

け，さらにメーカーは新技術の利用 開発や製品を完全なものにする努力を怠る

ことにつながった。 …-そこで1991年1月以降，ソ中貿易も，対東欧諸国貿易と

同様にハードカレンシーによる支払に変更したが，ソ連もこれらのパートナー各

国もハードカレンシー不足に悩んでいるので，当面の1991年貿易は減少するだろ

うー J(恩田久雄『ソ連における求償的貿易の挫折と，アジア太平洋貿易にょせ

るその新たな期待.1.日本貿易学会「日本貿易学会年報J.1992年.44頁)。
(17) 日本国際貿易促進協会「国際貿易J.1992年3月17日号。

(18) 内藤昭著「現代中国貿易論J.所書庖，昭和54年.92頁。
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って急速に増大し， 57年におけるその比重は約50%に達していることであ

る。……しかも，そのうちプラン卜の輸出額はいっそう急激に増大してお

り，……このようなプラント輸出の急増は，第一次5カ年計画期における

ソ連の対中国企業建設援助にともなって発生したものである。……『石油

および石油製品』の対ソ輸入も急速に増大し，ソ連の対中国輸出商品構成

に占めるその比重は， 1950年の2.9%から57年には16.6%へ上昇した

・『鉄鋼』も中国の対ソ輸入商品構成のなかでは，比較的大きな比重を占

めていた。ただ，……第一次5カ年計画の末期には中国の鋼材自給率は86

%に達しており， したがって，対ソ輸入も若干減少している。……1950年

に中国の対ソ輸入商品構成のなかで76%を占めていた綿花，綿布，砂糖な

ど消費資料を中心とする『その他』の品目の輸入は，軽工業および食料品

工業の発展にともなってしだいに減少し 57年の比重は24%にまで低下し

ている」。

同期の対ソ輸出商品構成をみると「原料品関係の『食料品製造用原料~，

『繊維原料および半製品~， ~動物性原料』など 3 つのグループの合計額が，

中国の対ソ連輸出商品構成に占める比重は， 50年の49.2%からしだし、に低

下し， 57年には24.5%になっている。『非鉄金属，合金および精選鉱』の

グループは，同じ期間に一貫して比較的大きな比重を占めていた。加工工

業関係の『加工および半加工食料品』と『繊維製品』など2つのグループ

の合計額が，中国の対ソ連輸出商品構成に占める比重は， 51年の 8%から

しだいに上昇し 57年には33.2%に達している。このような中国の対ソ連

輸出商品構成における原料品輸出の相対的低下と工業品輸出の相対的増大

は，中国における社会主義工業化の進展を反映している」。

両国関係が不正常な状態にあった1960年代と70年代を措き，一応新たな

経済関係が復活した1985年の協定貿易額も，中国の貿易総額のわずか3%

を占めているにすぎなL、。中国の貿易総額に占める中ソ協定貿易額のウェ

(19) 同上書， 93~95頁。

(20) 向上書， 95頁。
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イトは， 1986年には 4%， 87年には 3%， 88年には 3%， 89年には 4%， 90 

年には 3%といった程度のものになっており，中ソ協定貿易は50年代とは

全く異なった位置にある。

国境貿易及び地方貿易額のウェイトがまだそれほど高くない1987年の中

ソ貿易総額の輸出入品目構成を，業務統計による内訳構成資料が利用でき

ないことから税関統計によってみてみると，対ソ輸出では食品38.3%，油

性種子16.2%，紡績紡織品11.1%，衣服9.6%，繊維6.0%などが主な構

成品目となっており，輸入では鉄鋼28.2%，機械及び運輸設備19.0%，木

材13.8%，化学品17.1%，有色金属12.8%などが主な構成品目となってい

る。

先にみたように， 1988年以降は国境貿易及び地方貿易額のウェイトが大

きくなってきており，協定貿易と国境貿易及び地方貿易を区別してみてみ

る必要があるが，両者の内訳を区別した統計が入手されないため，ここで

は両者を一括した形で、発表されている税関統計によって，全体としての構

成をみてみることにしよう。

中国の対ソ輸出では， 1988年には食品が35.8%，衣服13.3%，紡績・紡

織品12.2%，自性種子10.8%，繊維6.1%，機械及び運輸設備(主として

電力機械及び一般機械)7.2%などが主な品目構成となっている。 1989年

には食品30.7%，衣服14.5%，紡績・紡織品11.8%，機械及び運輸設備(主

として一般機械，電力機械，通信・電気機器)10.3%，油性種子9.2%な

どが主な品目である。 1990年には食品28.7%，衣服19.7%，機械及び運輸

設備(主として一般機械，特殊工業用機械，通信・電気機器，事務用機器，

(21) 中国対外経済貿易年鑑編輯委員会編「中国対外経済貿易年鑑・ 1986j，中国広

告有限公司， 1986年， 964頁， 945頁。「同上年鑑・ 1987j，327頁， 311頁。「向上

年鑑・ 1988j，367頁， 351頁c i同上年鑑 1989/90j， 315頁， 299頁。「向上年鑑

. 1990/91J， 304頁， 287頁。「向上年鑑.1991/92j， 334頁， 317頁。

(22) 中華人民共和国海関総署主編「中国海関統計j，1988年第 1期，香港経済導報

社， 1988年， 3頁。
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(23) 

電力機械)13.3%，紡績・紡織品12.9%などが主品目となっている。概括

的に述べるならば，最も大きなウェイトを占めるのは食品であるが，漸次

そのウェイトは低下してきており，繊維関連品目，機械及び運輸設備品目

のウェイトが上昇してきているのが傾向的特徴となっている。特に，繊維

関連品目として一括すると，そのウェイトは1990年には食品のウェイトを

凌駕している点が注目される。

一方輸入では， 1988~90年の間輪入のウェイトが最も高いのは肥料で，

1988年には22.7%，89年には23.8%，90年には30.4%のウェイトを占めて

いる。これに次ぐ地位を占めるのが鉄鋼で1988年には19.3%を占めていた

が， 89年には18.5%，90年には16.9%とその地位は低下傾向をたどってい

る。運輸設備は1988年には10.1%のウェイトであったが， 89年には12.6%，

90年には13.3%と相対的ウェイトが高まっている。木材や有色金属は1988

年にはほぼ10%のウェイトを占めていたが， 90年には 4~5%になってい

る。 1990年には動力機械-設備のウェイトが急上昇しているのが目立つ。

大分類別に総括すると，機械及び運輸設備が概ね25~30% を占め，鉄鋼と

有色金属が主となった原料別製品が23~30%，肥料を主体とした化学品が

25~30% を占めるといった構成となっている。旧ソ連の独立した各国と中

国との貿易関係がどのような形で進むかは，今のところ全く予測がつかな

いが，昨今の各国の経済情況なり，各国の対外経済政策の独自性といった

ことを考慮すると，旧ソ連全体をヲ|っ括めた諸国と中国との貿易において

も，従来の輸出入品目構成にはかなりの変化が生ずるものとみられる。

(3 ) 貿易協定の取り決め内容と履行

① 貿易協定の取り決め内容

協定貿易は，関係両国政府が締結した貿易協定に基づいて行われる貿易

(23) [""向上統計j，1989年第I期， 63~64頁。「向上統計j. 1990年第1期， 44頁。「同

上統計j，1991年第1期， 44頁。

似 1-向上統計j，1989年第1期， 63~64頁。「同上統計j ， 1990年第1期， 59貰oi同

上統計j，1991年第l期， 59頁。
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である。中国とソ連との間では，毎年年度毎の貿易・支払協定が取り交わ

されてきた。長期貿易協定が締結されている場合でも，毎年年度毎の貿易

・支払協定が取り交わされる。協定の締結は従来モスクワで行われること

もあったし北京で行われることもあったο 協定が締結されると，協定に

定められた商品を取り扱う両国の専業外貿機関(中国の場合外貿専業総公

司，ソ連の場合全ソ対外経済合同体)が，協定と引き渡し条件に基ついて

さらに具体的事項について詰め，その年度の具体的な輸出入契約を行う。

① 協定内容

中ソ聞の貿易・支払協定には，概ね以下のような内容が盛り込まれてい

る。

ClJ商品の種類と数量

協定の中の輸出入貨物明細書の中に，相互に交換する商品種類と

数量が明確に記載されているO

C2J価格

交換される商品貨物の価格は，契約が行われる時点の国際市場価

格を基礎とし，スイス・フラン建てとされる。価格の最終確定は両

国の貿易機関の協議による。

C3J貨物引き渡しの方法

以下の貨物引き渡し実務取り決めを規定による。

C4J決済方法

スイス・フラン建て記帳決済方式による。相互の年度取引額が相

殺できず帳尻が生ずるような場合はいわゆる振り子勘定(SwingAc-

(25) 1967年までは貿易協定とパータ一回支払議定書は別に定められていたが， 70年

以降貿易協定の中にパーター・支払いにかんする付属文書が含められるようにな

ってきており，パーター・支払協定，あるレは同取り決めと呼ばれるようになっ

てきている(徐景震編著「国際貿易実務j，東北財経大学出版社， 1989年， 318頁。

夏林根・子喜元主編「中蘇関係辞典j，大連出版社， 1990年， 212~216頁) 0 

(26) 徐景震編著「国際貿易実務j，東北財経大学出版社， 1989年， 319~320頁。上

海対外貿易協会編「対外経済貿易実用大全j，隻E大学出版社， 1989年， 169頁。
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count) とし，一定の額までは無利子で信用供与し，一定の額を超

える部分については，取り決め規定による利子支払いを行う。しか

し決済それ自体には金あるいは通貨を用いず，一定期間中に輸出

入を調整して相互の均衡をとるというやり方がとられる。中国銀行

とソ連対外経済銀行(1988年ソ連対外貿易銀行が改編され名称が改

められた)にオープン勘定が設けられ，両行がこのオープン勘定で

記帳計算処理する。

① 実務取り決め

実務遂行上の一般共通条件にかんする取り決めであるO

C1J貨物引き渡し地点と輸送方式

(a) 鉄道輸送

引き渡し貨物が鉄道輸送される場合には，貨物引き渡しは輸出国

の国境鉄道駅で行われる。満洲里駅付ザパイカル駅，緩分河駅付グ

ロデコボ駅などで行われる。貨物に関する責任と保険は，車輔積荷

引き渡し後は輸出国側から輸入国側に移る。

(b) 自動車輸送

自動車輸送の場合も貨物引き渡しは一般的には国境のステイショ

ンで行われるが，中ソ聞の自動車輸送貨物引き渡し地点は，新彊維

吾ク]て自治区の震が果斯と吐1J¥った特聞の国境地域特ソ連のチャルゴス

とトルゴッド聞の国境地域とされている(1983年11月再開)。貨物

に関する責任と保険は，引き渡し地点で関連貨物引き渡し書類にサ

インした時点から，輸出国側から輸入国側に移る。

(c) 河川輸送

(27) 桃昌 徐子栄編著「対外貿易業務知識j，知識出版社， 1985年， 174頁。静栄久

著「国際貿易政策与措施概論j，求実出版社， 1989年， 284~285頁。徐景宗編著

「国際貿易実務j，東北財経大学出版社， 1989年， 320頁。上海対外貿易協会編「対

外経済貿易実用大全j，集旦大学出版社， 1989年， 169頁。叶彩文・呉百福編「国

際貿易結算j，上海科学技術文献出版社， 1989年， 285頁。夏林根 子喜元主編「中

蘇関係辞典j，大連出版社， 1990年， 212~215頁。
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河川輸送される場合の中国側の貨物引き渡し通商港は，黒龍江省、

黒河と同江である(1983年再開)0通常は輸出国側の港で船積し，

貨物引き渡しを行う O 船積み費用などの関連費用は，特定の契約が

ある場合を除いては通常輸入国側が負担する。貨物に関する責任と

保険は，貨物引き渡し港で関連文書にサインした時点から，輸出国

側から輸入国側に移る。

(d) 航空輸送

輸出国の飛行場で積荷し機内で貨物引き渡しを行う場合には，

それ以後の費用および責任，保険は輸入国側の負担。輸出国が飛行

場で航空運輸会社に貨物を引き渡す場合，航空運輸会社に運び込む

までの費用は輸出国側が負担，それ以後の責任と保険は輸入国側に

移る。輸出飛行場は北京，ハルピン，ウルムチなどである。

(e) 郵送

郵送による場合は，郵便局で貨物を発送した時点から，貨物の責

任と保険は輸出国側から輸入国側に移る。輸送費用は輸出国側負担

の場合もあるし，輸入国側負担の場合もある。場合によっては，各

国領土内の輸送費用を各々で負担するというケースもある。

[2J引き渡し期日

引き渡し期日は通常契約書の中に明記されているのが普通である

が，鉄道輸送，河川輸送，自動車輸送いずれの場合にも，国境での

貨物引き渡しのサインあるいは捺印がなされた期日がとられる。

[3J数量・品質-規格

貨物数量については，運輸手段の如何をとわず納品書による。郵

送の場合には郵便小包送り状による。品質・規格については，輸出

国の基準あるいは契約に定められた技術条件，さらに輸出国の商品

検査機関あるいは生産単位の証明書に合致していなければならない。

[4J包装・標示

契約に規定された条件に合わせて処理されなければならない。鉄
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道輸送に関しては， I国際鉄道貨物連絡輸送協定J(1954年 1月ソ連，

朝鮮民主主義人民共和国，モンゴ、ル，東独，ルーマニア，ポーラン

ド，フ、、ルガリア，ハンガリー，アルパニア，ヴェトナム民主共和国，

中固などがモスクワで締結した協定)による。

C5J貨物引き渡しの延期，繰り上げと罰則

貨物引き渡しの延期あるいは繰り上げについては，事前の一定期

間内に相互に通知，新たな引き渡し日について協議しなければなら

なL、。貨物引き渡し期日の変更については，貨物の性格によって特

別に罰金を科するとかいったことをしない一定期間が定められてい

る。機械・設備については通常60日，その他の貨物については通常

30日とされている。この期聞を過ぎた引き渡しの遅延については，

規定に従って罰金が科される。不可抗力による場合はこれに及ばな

いし，契約自体解消されることがある。

C6J貨物発送通知

貨物の発送については，輸出国側が輸入国側に事前あるいは事後

の一定期間内にこれを通知しなければならなL、。 F.O.B原則によ

る場合には，輸入国側は通知を受けてから，手配した引き取り運輸

手段，予定期日，引き取り地点などを，輸出国側に通知しなければ

ならない。

C7J支払手続

輸出国側は貨物発送後，実務取り決めと契約に定められた文書及

び為替決済申請書を本国為替銀行に持参する。当該銀行は確認の後，

送り状に記載された金額を輸入国為替銀行(中国側は中国銀行，ソ

連側はソ連対外経済銀行)の借方勘定に記帳し，同時に当該銀行の

貸方勘定に記帳する。また，関連文書と支払通知書を輸入国為替銀

行に送付する。輸入国為替銀行は支払通知書と関連文書を受け取っ

た後，支払金額を輸出国為替銀行の貸方勘定に記帳し，直接の輸入

単位から輸入代金を受け取る。
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C8Jクレーム

受け取った貨物の数量が，納品書に記載されている数量よりも少

ないような場合には，一定の期間内に異議申し立てをし貨物の補

充なり，代金払い戻しを要求することができる。異議申し立て期限

は一般に 3カ月以内とされ，書面によって申し立てを行うこととな

っている。また，契約に定めあるときにはこれによる。

輸入国側で貨物を受け取った場合に，品質が契約条件の品質に合

致していなかったような場合，その原因が輸送中に生じたとき以外

は，保険の対象とはならなし、。このような場合には，輸出国は値引

きなり，修理，取り替えに応じなければならない。品質にかんする

異議は，貨物引き渡しの日から6カ月以内に書面で行われることと

なっている。

C9J仲裁

契約執行の過程で生じた紛争は，原則として話し合いによって解

決するものとする。話し合いで解決がつかなかった場合には，仲裁

の方式で問題を解決する。仲裁は原則として，被告国側の国際商事

仲裁機関によって行われる。

① 輸出入契約

直接貿易に当たる対外貿易機関の聞で交わされる契約は，年度貿易協定

と実務取り決めに基づいて締結される。以下のような内容が含まれる。

(a) 契約序文:輸出入単位名称，契約締結の依拠

(b) 商品にかん:商品名，数量，品質・規格，価格，金額，引き渡し期

する具体的 日，引き渡し地点，輸送方式，包装-標示，関連必要

規定 文書，クレーム期限など

(c) 契約に包括

(28) 上海対外貿易協会編「対外経済貿易実用大全j，隻旦大学出版社， 1989年， 170 

~171頁。徐景宗編著「国際貿易実務j，東北財経大学出版社， 1989年， 320~321 

頁。呉百福・漆祖揖主編「進出口貿易実務j，知識出版社， 1988年， 206~207頁。
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しきれなか:実務取り決めによって処理

った事項

(d) 形式用件:契約書文字数，部数

(e) 付属文書

① 契約の履行
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契約履行過程には，輸出では傘下公司への契約履行下達，生産・買付け

の手配，輸送手段の手配，商品検査，通関，貨物積み込み，文書作成，為

替決済などの業務が含まれる。輸入では，貨物引き渡し交渉，輸送手段の

手配および通知，貨物受け取り，保険，文書管理，代金支払い，通関およ
(30) 

び貨物引き取り，商品検査，為替記帳および決済などの業務が含まれる。

以下，実務遂行上における若干の特殊性について付記しておきたい。

C1J契約遂行主体

協定貿易としての輸出入は，中国では対外貿易専業総公司あるい

は工貿総公司が担当し，遂行する。地方の外貿公司あるいは分公司

は，総公司からの指令の下達をうけ，実務を遂行し貨物の引き渡

しなどを行う。相手方との直接交渉，問題が発生した場合の処理は，

総公司が行う。地方外貿公司あるいは分公司は，通常相手方と直接

交渉しなL、。なお，輸出については対外貿易専業総公司あるいは工

貿総公司が一手に責任主体となるから，請負もこれら総公可が行う

ものとみられる。地方外貿公司あるいは分公司は，規定に応じて外

貨分配をうけるものとみられるC 輸入についても，専業総公司ある

いは工貿総公司の統一計算とみられるc

C2J鉄道輸送上の特殊性

(29) 上海対外貿易協会編「対外経済貿易実用大全J，隻旦大学出版社， 1989年， 171 

頁。

仰) 向上書， 171頁。

(31) 向上書， 171頁。
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鉄道輸送する場合は，送り状は先述した「国際鉄道貨物連絡輸送

協定」に基づく送り状としての効力をもっ証票として発行される。

送り状は正副2通，貨物引き渡しと輸送費支払いの後発行され，正

本は貨物とともに送られ，輸送費および関連費用分担に合わせて，

貨物引き取り側の代金支払いが完了したのち，貨物とともに貨物引

き取り側に渡される。副本は，輸出単位の代金決済に使用される。

C3J代金決済

すで、に述べたように，為替手形を取り組まなL、。

(4) ソ連邦崩壊前夜の協定貿易の問題点

周知のように1991年12月21日をもって，ソ連邦は69年の歴史を閉じるこ

とになったが，連邦崩壊前夜の中ソ協定貿易には，以下のような問題点が

あった。

CO価格設定上の問題点

協定貿易では，建値が輸出，輸入ともに高値で設定されることか

ら，中国側公司は輸出には熱心であるが，輸入には熱心に取り組ま

ないとL、う情況が生じてきていた。

C2J協定記帳取引にともなう弊害

協定記帳貿易は予め政府間で定められた取引であることから，

般的な意味のいわゆる“ビジネスとしてのきびしさ"に欠けるる面

が出てくる。中国側の公司は協定記帳貿易をきらい，品質，納期，

契約履行などがきちんと行われる西側諸国との通貨決済方式による

貿易をより好む傾向にある。

C3J相互の需要の不一致

相互の経済計画にマッチしたすぐれた品目を協定貿易に盛り込む

ことが，かなり難しい情況にあった。このことの背景には，相互の

国の技術水準あるいは構造なり，生産力構造なりの問題がある。

C4J緩慢な経済協力

(32) 向上書， 172頁。
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経済協力の進展が遅いことが，中ソ間協定貿易拡大の一つの制約

要因となっている。経済協力は，相互の国の全体的な経済情況に大

きく依存することから，急速な進展が望めなし、情況にあった。資金，

支払い，相互の熱意や信頼度などにわたる障害が存在していた。

C5Jソ連の政治-経済の不安定

周知のように，社会主義体制自体が一大変革期の真直中にあると

L 、うことから，特にソ連側の体制改革が順調に進まず，政治 経済

の混乱と分裂が出てくるという中で，連邦政府自体の経済運営の当

事者能力が問われるといった事態が生じてきていた。このような情

況の中では，政府間の協定貿易の急速な発展は望めない。

C6J西側諸国との関係に重点をおく中ソ両国

経済体制改革でソ連よりも先行する中国は，すでに西側諸国との

経済協力関係の中で，開発を積極的に推し進めていっている。ソ連

も，西側諸国との経済協力関係の中に戦略的重点を移してきていた。

したがって，中ソ協定貿易は，各々の両国の対外貿易の位置づけか

らすれば，すでに限定的な意味しかもたなくなってきていたのであ

るO 最近では両国の政治的関係が，直接協定貿易の成り行きに与え

る影響は少なくなってきてL、た。 1991年からの通貨決済方式の導入

によるパーター取引の減少は，むしろ純経済的要求からみた従来の

協定記帳取引の非合理的な部分が，自然な形に改められたとみる方

が妥当であろう。

中ソ両国は両国の関係を修復してきたとはいえ，従来の「蜜月」

的関係にはない。現下の国際関係とその中におけるそれぞれの打算

も踏まえ，両国は冷静にし、わば一般的な国家関係を基礎とした両国

関係を切り開こうとしていた。この関係の中で，政府間協定貿易の

メリットを規模積極拡大型で引き出すまでの，ダイナミックな経済

協力関係を推し進めるとL、う主体的，客観基礎は弱まりつつあった

(33) 日本国際貿易促進協会「国際貿易J，1991年2月19日号。
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といえる。

E 資本主義諸国，第三世界の国々(地域)との協定貿易

中国は社会主義諸国と協定貿易を行うほか，一部の資本主義諸国，第三

世界の国々と政府間の協定貿易を行っている。これらの諸国との協定貿易

は，社会主義諸国とこれまで行ってきた協定貿易とかなりの差異がある。

協定内容

co輸出入貿易額と協定項目
一部の資本主義諸国，第三世界の国々(地域)との協定貿易は，

社会主義諸国とこれまで行ってきた協定貿易と異なり，特定の数品

目に限り協定貿易を行うというものである。すなわち，当事国(地

域)政府は，特定の数品目の商品についてのみ数量と金額を協定し

その履行を保証するという形の協定貿易である。貿易協定には他の

品目名称が列挙される場合もあるが，これらについては，数量や金

額についての特定の定めのない場合には 双方の国(地域)の個別

的な貿易機関が独自に成約し，取引を行うということになる。

C2J決済および清算方法

貿易協定の中には，相互に国家銀行に清算勘定を開設し，輸出商

品借款および諸掛りなど記帳相殺し，スウィング勘定として一定期

間の後差額を通貨決済するか，一部差額を通貨清算すると取り決め

たものもある。近来この種の支払協定は減少してきている。これら

諸国との貿易が漸次通貨決済になってきているためである。

C3J有効期限

協定は単年度から 3~5 年の期限で結ぼれる。

(34) 徐景林編著「国際貿易実務J，東北財経大学出版社， 1989年， 322~324頁。

(35) 醇栄久著「国際貿易政策与措施概論J，求実出版社， 1989年， 292頁。
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W 協定貿易の今後の動向

現時点での中国の協定貿易総額は正確には掴み難いが，貿易総額に占め

る協定貿易総額のウェイトは1959年にはほぼ7割を占めていたと推測され

るから，今日の時点でのそれを既述のとおりほぼ7%としたとしても，協

定貿易の地位は著しく下がっていると言わなければならない。協定貿易総

額自体絶対額としても下がったとみられる時期もあるが，中国が対外開放

政策に転じた1978年には，協定貿易総額は約30億ド/レ前後とみられ，貿易

総額の14~15% ぐらいのウェイトをもっていたのではないかと推測され

る。 1980年代に入り，中国の対外政策転換の影響が具体的な形となって現

われるようになるにつれて，協定貿易額も趨勢的には拡大していったとみ

られるが，貿易総額に占めるウェイトは-11.下がったが，その後やや上昇

し 6~7%といったところにあるものとみられる。

協定貿易は今後どのような趨勢をたどるであろうか。以下1950年代に協

定貿易を主要な地位ならしめた事情について先ず検討しその後の事情を

踏まえつつ，協定貿易の今後の動向に若干の考察を加えてみたい。

(1) 1950年代の協定貿易の推進要因

協定貿易の主軸部分はいずれの時期にあっても，ソ連を中心とするいわ

(36) 中国対外経済貿易年鑑編輯委員会編「中国対外経済貿易年鑑.1984J，中国対

外経済貿易出版社， 1984年の貿易業務統計の数値では1959年の中ソ貿易額は21億

ド、ル， I同年鑑 1990/91J，中国広告有限公司， 1990年では， 1959年の東欧8カ

国と中国との貿易額は7億2，000万ドルと報告されており，発展途上国との協定

貿易額を若干ふくめて，同年の総貿易額44億ドルの65~70% ぐらいが協定貿易額

ではないかとの筆者の推計。

(37) I向上年鑑 1990/91Jによると， 1989年におけるいわゆる計画経済体制の国

々との貿易額は79億ドル，総貿易額の9.5%を占めているC これはすべてが協定

貿易というわけではないから，若干マイナスしなければならなL、。また，他の諸

国との協定貿易が若干加わるはずであるC 注(2)参照。

(38) いわゆる社会主義計画経済体制の国々との貿易額にその他の諸国の協定貿易額

若干を上乗せするとほぼこれぐらいになろう (1向上年鑑・ 1990/91J， 300頁)。
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ゆる社会主義計画経済体制の国々との聞の貿易によって占められている

が， 1950年代協定貿易を主要な地位ならしめた第 1の潜在的要因は，何と

いっても東西対決とL、う国際政治上の基本要因である。中華人民共和国の

建国自体反帝闘争，アメリカ帝国主義との闘争の過程で成し遂げられたも

のであるが，このことを背景として，また具体的に西側諸国の“封鎖-禁

輸"といった中国封じ込め政策の中で 対外経済貿易関係はソ連を中心と

する東側諸国との間に重心を置かなければならなかったο

第2に，東西対決とL、う政治的な背景があってのこともあるが，ソ速は

1950年代に中国向けに長期低利の借款を供与している。 50年代にソ連が中

国に供与した借款は18億1，570万ルーブル(約4億5，000万ドル)に達す
9

0

 

d

る

内藤昭教授の分析によれば， I中ソ聞の貿易収支は， 1950年から55年ま

で，一貫してソ連側の出超となっており(内藤教授はソ連側資料に基づい

て分析されている。中国の貿易業務統計では， 1956年まで中国側の入超と

なっているく中国対外経済貿易年鑑編輯委員会編「中国対外経済貿易年鑑

. 1984J，中国対外経済貿易出版社， 1984年N68頁〉……括弧内は片岡注)

…建国初期における出超，つまり中国側の入超は，主として中国の国民

経済の復興と社会主義工業化の進展にもとづく輸入需要の増加にたいし

経済的後進性と長期にわたる戦争の災害のために，輸出余力が一時的に若

干不足していたことに起因する。この貿易収支の不均衡の一部を調整する
(401 

役割を果たしたのは，ソ連から中国に供与された借款であった」。

「中国の対ソ貿易収支の不均衡を調整するうえで，重要な役割を果たした

ソ連からの借款については……①第一次借款協定(1950年2月)による 2

憶7，000万新ルーブル(12億旧ルーブ、ル)，つまり 3億ドル， 1950年から 5

カ年に 5分の 1ずつ供与され，年利 1%， 54年から63年末までの10年間に

(39) 王紹照ー王寿椿・許煙主編「中国対外貿易概論J，対外貿易教育出版社， 1990 

年， 208頁。

(40) 内藤昭著「現代中国貿易論J，所書広，昭和54年， 92~93頁。
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元利を償還。この借款は，ソ連が提供する機械設備および器材に対する支

払いにあてる。①第三次借款協定(1954年9月)による 1億1，700万新ルー

プ、ル(5億2，000万旧ルーブ/レ)，つまり， 1億3，000万ドル。この借款は，

ソ連からのプラン卜追加供給用として使用する。」というものであった。

第3に，ソ連を中心とする東側の諸国はいずれも計画経済体制の国々で

あり，計画的な貿易形態としての協定貿易が貿易の主要形態をなしてL、た。

中国自体計画貿易を推し進めてきたから，協定貿易は相互に受け容れられ

る合理的な貿易形態として定着していった。

第4に，中国が内向きの開発戦略をとってきたこと，またこのことのた

めに輸出の役割が軽視されてきたことから，輸出商品の供給不足が常態と

なっており，借款が得られかつ協定貿易形態の受け入れられるソ連，協定

貿易形態が受け容れられる計画経済体制の国々との貿易に，自ずと傾斜し

ていかざるをえなかった事情がある。裏を返せば，非計画経済体制の国々

(地域)との非協定貿易に，それほどの力を入れるとL寸姿勢に欠けてい

たということは否めない。このこととの関連でさらに付け加えれば，第二

次世界大戦後の資本主義世界市場は瀕死の状態にあり，余命いくばくもな

い，発展する余地のない市場であるから，この死に瀕した資本主義世界市

場と積極的な関係をもっ必要はないとの認識に立っていた。

第5に，植民地体制から脱して独立したアジア諸国との間で協定貿易形

態の貿易が行われた。 例えば， 1952年中国はセイロンとの間にゴムと米の

ノ〈ーター 5カ年長期貿易協定を締結した。また， 1953年にはパキスタンと

の間で綿花協定，石炭協定が締結された。 1954年にはビルマとの間に米と

(41) 同上書， 95~97頁。

似) 鄭励志著，滋仲勲・片岡幸雄共訳『戦後主要資本主義諸国の経済発展(上)一戦後

資本主義諸国が飛躍的に発展した理由はどこにあるかー~， I世界経済評論j，

Vol. 24， No. 7， 1980年7月号， 37~38頁。

(43) 前掲書， 112~113頁。平井博二著「日中貿易の基礎知識j，田畑書庖， 1971年，

253頁。

(44) 平井博二著「日中貿易の基礎知識j，田畑書底， 1971年， 253~254頁。
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中国産品の貿易協定が締結された。

(2 ) 中ソ関係の変化と!日基盤の崩壊

協定貿易の中で大きな割合を占めていたのはソ連との貿易であったか

ら，中ソ関係が悪化するにともない，協定貿易の地位も下がっていった。

この過程で，中国は西側諸国との貿易に比重を移していった。 1961年には

中ソ貿易は激減するが，それ以降だんだんと貿易額は小さくなってL、く。

一方で，西側先進諸国との貿易が拡大していき， 1967年には貿易総額のほ

ぼ50%を西側諸国との貿易が占めるにいたるのである。しかしこの時点で

も，協定貿易額はおよそ2割を占めていた。 1970年代の中葉の時点では，

協定貿易額は16~17%程度と推測される。

すでにみてきたように， 70年代には中ソ貿易は上昇基調に転じ， 80年代

に入ってからは急速に拡大していった。いわゆる社会主義計画経済体制の

国々との貿易額も拡大していき，協定貿易額も拡大していったものとみら

れるが，これら諸国はこの間に経済体制改革を推し進めてきていた。

ソ連の対外貿易体制改革は1967年から始まったが， 1978年従来の全ソ外

国貿易合同体が全ソ対外経済合同体に改組され，経営自主権の拡大がはか

られた。改組後は全部で46の大型全ソ対外経済合同体が存在する。 Iソ連

総合商社(全ソ対外経済合同体……括弧内は片岡注)は省庁と直結してお

り，各省庁の監督下にある。総合商社は経営に必要な国家資産を有し，完

全独立採算制のもとで経営を行う。総合商社は法的には法人であり，自主
(49) 

独立体である」。また，自己の名で対外貿易の契約権をもっO

1987年には，地方と工業部門およびメーカーに外貿権が与えられた。こ

れによって， 20余りの部および委員会， 70余りの生産合同体と企業に直接

阿 内藤昭著「現代中国貿易論j，所書広，昭和54年， 113~114頁。

(46) 同上書， 154頁。

(47) 陳時万 劉澄 徐海寧編著「国際貿易政策与措施j，中国対外経済貿易出版社，

1990年， 215頁。

同) 中津孝司著「ソ連 東欧貿易経営論j，晃洋書房， 1991年， 133頁。

仰)前掲書， 216頁。
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の外貿経営権が与えられた。これら単位の貿易取扱高は，ソ連全体の総貿

易額のほぼ20%に達する。これと同時に，従来完全に中央に集中されてい
(50) 

た外貿経営権が共和国に下放された。

1989年4月からは，国営企業，私営合作社およびその他の機関も含むす

べての商社，企業は，外国の企業と直接貿易をすることができるようにな
U

O

 

ゆたつ

こういった体制改革によって，ソ連では150余りの部門， 140余りの経済

共同体および企業，すべての共和国が，直接国際市場で取り引きすること

ができるようになった。対外経済関係部には22の専業経済合同体がのこさ

れるのみとなった。

ハンガリーにおいても， 1962年から貿易体制改革の準備が始められ， 68 

年以降本格的に体制改革が推し進められた。改革は従来対外貿易部直属の

対外貿易専業機関(商社)にのみ与えられていた外貿権を，農業生産合作

社をも含む生産企業，商業企業に賦与していくとL、う形で推し進められた。

1970年代にはこの動きは一時停滞したが， 80年代に入り再びこの動きは積

極的に推し進められるようになった。 1981年には貿易権限の指定制(外国

貿易大臣が外貿権をもたない企業の要求によっては，既存の貿易企業から

外貿権を引き上げ他に移譲するとL、う制度)を改め，貿易企業並行指定制

の導入をはかった。これによって.従来の同一品目単一貿易企業という体

制が改められ，同一品目についても複数貿易企業が貿易取引に参加できる

ようになった。

1986年には，ハードカレンシー建て貿易分野でも，生産企業に対する外

貿権の賦与条件が緩和され， 87年にはハードカレンシー建て輸出実績100

万ドル以上の全企業に一般的貿易権限が与えられた。一般的貿易権限をも

っ企業は，他企業からの委託あるいは自己勘定のいずれの形態でも，独自

仰) 向上書， 216頁。

仰) 向上書， 216頁。

仰) 向上書， 216頁。
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に対外貿易活動ができるようになった。上に述べてきたような貿易企業の

数は， 1989年時点では500社をこえるものとみられる。外貿権をもっ企業

はこの改革の過程を経て，必ずしも対外貿易部の批准を経ることなく，貿

易計画を立てることができるようになった。

ユーゴスラビアの場合には， 1952年から外貿権の下放が開始され， 61年

の一層の拡大を通じて，対外貿易は外貿専業機関(商社)の他に一定の条

件を具えた大企業にも，中央政府の審査 批准の後認められるようになっ

た。 1965年には対外貿易の国家独占が廃止され，下級の企業にも外貿権が

与えられることとなり，これら企業が貿易を行う場合， 一定の条件を具え

ているものについては中央政府の批准を必要としないこととなった。これ

ら企業は共和国あるいは自治州の執行委員会に属する協議委員会の審査・

批准を経て，地方法務局に登記されたのち，対外貿易部に報告される。協

議委員会に参加しなければならないのは言うまでもない。貿易経営は独立

採算制で，貿易計画，財務，外貨運用，価格設定，マーケティング，人事，

賃金，福利厚生などで広汎な自主権をもっている。今日外貿権をもっ企業

は約1，700社に達するが，この中いわゆる貿易専業の企業は約400社余りで，

貿易総額の約70%を占めている。

ポーランドにおいても， 1965年から貿易制度の改革と貿易企業再編の作

業が開始され， 82年には貿易を行う権限があらゆる経済単位にまで拡大さ

れた。東ドイツでは対外貿易は対外貿易部，工業部門コンビナートと対外

貿易部，工業部門コンビナート所属部局と対外貿易部のいずれかに直轄，

(53) 貝出昭編「コメコン諸国の経済発展と対外経済関係j，アジア経済研究所，

1988年， 144~146頁。棟時万・劉澄・徐海寧編著「国際貿易政策与措施j，中国

対外経済貿易出版社， 1990年， 219~220頁。

(54) 陳万時・劉澄・徐海寧編著「国際貿易政策与措施j，中国対外経済貿易出版社，

1990年， 223~224頁。

加) 貝出昭編「コメコン諸国の経済発展と対外経済関係j，アジア経済研究所，

1988年， 109~118頁参照。
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管轄，統轄されていたが，周知のように1990年10月東西ドイツは統一され

るところとなった。チェコスロパキアでは1990年4月より，法人だけでな

く個人も自由に貿易活動ができるようになった。ルーマニア，ブルガリア

でも市場経済化が推進されている。

一方で中国も，外貿権の下放・分散を推し進めてきた。

ClJ地方への外貿権の下放

・広東-福建両省への貿易経営権下放 ..1980年

-北京-天津・上海3直轄市への貿易経営権下放 ……1980年

・その他の省・自治区への貿易経営権下放 ……1982年以降

先ず最初に遼寧省，河北省，山東省，江蘇省、，新江省，広西チワン

族自治区などに与えられたが，その後他の省・自治区にも貿易経営

権が与えられていった。 1982年から中ソ国境貿易が復活， 85年から

中蒙国境貿易も復活された。 1984年から一部地方による東欧諸国と

のパーター貿易を許可，その後漸次その範囲を拡大， 88年より積極

的にソ連・東欧諸国との地方パーター貿易を奨励していった。

C2J工業部門への外貿権の委譲・賦与

-中央の生産主管部門への貿易経営権委譲

.生産企業への貿易経営権の賦与

-・・1978年以降

C3Jその他生産あるいは商業活動に携わることが認可・設立された集団

企業，あるいは株式会社形態の企業に対する貿易経営権の認可

1988年より請負経営責任制が全面的に導入され，遂行される具体的な貿

易形態については，請負単位の経営の自由裁量にまかされることとなった。

同 中津孝司著「ソ連・東欧貿易経営論j，晃洋書房， 1991年， 189頁。

同 日本貿易振興会編 11991年ジェトロ白書ー貿易編世界と日本の貿易j，日本

貿易振興会， 1991年， 329頁。

同向上書， 339~342頁， 323~326頁。

仰) 上海対外貿易協会編「対外経済貿易実用大全j，隻旦大学出版社， 1989年， 174 

頁。

(60) 向上書， 173頁。

(61) 貿易形態については別稿小論を予定しているc
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1991年より第二次請負経営責任制期間に入っている。

上述の外的環境条件の変化と中国白体の主体的貿易体制改革の進展によ

って，従来の主要協定貿易相手国との間では協定貿易外貿易が行われるよ

うになり， 1990年からはポーランドとの従来の協定記帳貿易は通貨決済に

改められた。また， 1991年からはルーマニア，ブルガリア，チェコスロパ

キア，ハンガリーとの貿易も通貨決済に切り替えられた。ソ連との従来の

協定記帳貿易が1991年より通貨決済に切り替えられたことについては，す
(651 

で、に述べた通りである。 1992年からは，朝鮮民主主義人民共和国との貿易
1661 

も従来のパータ一方式からドル決済方式に切り替えられた。すでに指摘し

たように，発展途上国との協定記帳貿易もだんだんと少なくなってきてい

る。産油国などは国際収支上の問題もなくなってきたため，双務記帳貿易

を通貨決済に切り替えるようになった模様である。

(3 ) 今後の動向ーその基本要因

協定貿易の地位低下の原因はどのように見たらよいのであろうか。主要

な要因を以下4点にまとめて，今後の動向を占う素材としたい。

第lには，やはり東西冷戦構造の緩和と終結を挙げなければならない。

1950年代の協定貿易は紛れもなく，西側陣営に対す社会主義陣営の一枚岩

の結束の上に基礎を置いていた。また中央集権型社会主義計画経済体制は，

資本主義経済体制よりもはるかに優れた体制であるとの確信にみちてい

た。この認識の上に立って，ソ連の援助の下に協定貿易を推し進めていっ

(62) 協定貿易外貿易についてはすでに Iの部分て触れたが，それらはL、ずれも1980

年以降展開されてきたものである(前掲書， 172~175頁)。

初) 中国対外経済貿易年鑑編輯委員会編「中国対外経済貿易年鑑.1991/92j，中国

広告有限公司， 1991年， 309頁。

(64) i向上年鑑j，309頁。

(65) i向上年鑑j，309頁。

防) i日本経済新聞j，1992年1月30日号。

加7) 上海対外貿易協会編「対外経済貿易実用大全j，隻E大学出版社， 1989年， 343 

頁。
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たので、あった。しかし中ソの対立の進展につれて，中国は西側先進工業

国との貿易に傾斜していくようになり，東西冷戦構造も協定貿易展開の一

条件にすぎない面もみせつけられた。中国はこの過程で，協定貿易なるも

のを再検討する機会をもえたはずて、ある。とはいえ，冷戦構造が社会主義

諸国間の協定貿易促進に果たした役割が大きかったことは事実であり，冷

戦構造の緩和と終結が協定貿易の地位低下の大きな要因であることは，最

近の中朝貿易の成り行きをみても明らかなことである。

第2には，社会主義諸国における経済体制改革の進展である。経済体制

改革の問題自体は各国の国内的事情に関することではあるが，しかしやは

りこの問題も，東西冷戦構造の緩和と終結といった事態の進展と背後で深

くかかわっている。従来の中央集権型計画経済体制が漸次分権型計画経済

体制に改められていく中で，協定貿易の影が薄くなっていくのは当然の成

り行きである。

第3に，従来の協定貿易の主要相手国の経済的地位の低下であるO ソ連

邦崩壊前夜の協定貿易の問題点についてはすでにみてきたが，中国にとっ

て従来の主要協定貿易相手国は，技術水準をも含めて経済的意味からした

中国側の需要に合わなくなってきている。また，それら諸国の経済体制改

革は必ずしも順調に進んでいない。

第4に，すでに指摘したように，発展途上国は近来協定貿易に意欲をも

たなくなってきている。

改革・開放政策を推し進める中国は，伝統的形態の貿易を主としつつも，

機動性をもっ変則特殊貿易にも意欲的に取り組んでいる。委託加工，ノッ

クダウン，補償貿易，パーター貿易，加工貿易，委託・代理形態を通ずる

貿易，国境貿易などが機動性変則特殊貿易である。この中にあって，上に

述べてきたような基本要因が基底にあるうえに，独立国家共同体各国，東

欧諸国の当面の政治的情況，アジア社会主義諸国の政治経済的情況をも考

え合わせると，中長期的にも短期的にも協定貿易の地位が下がっていくの

は必至のこととみられる。




